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都市計画審議会補足資料 

まちづくり部まちづくり推進課 

令 和 ３ 年 １ １ 月 １ ２ 日 

 

赤羽台周辺地区 地区計画等の変更について 

 

１．要  旨 

区では、ＵＲ都市機構の赤羽台団地の建替え事業に合わせ、公共公益

施設の適切な配置や、災害時の防災性の向上を図り、緑豊かで良好な住

宅市街地の形成を図るため、平成２６年（２０１４年）３月に、赤羽台

周辺地区の地区計画を都市計画決定しました。 

この間、この地区計画に基づき、区はまちづくりを適切に誘導してき

たところですが、当初から想定していた大規模な土地利用転換の実現を

はじめ、その後新たに明らかにされた土地利用計画等により、将来に向

かって、地区内の人の流れが大きく変わることが想定されています。 

また、従来から懸案となっていたバリアフリー等のまちづくり上の課

題の解決や、近年特に懸念されている異常気象等を原因とした大規模水

害時の高台避難への対応等も求められています。 

このため、地区内で大規模な土地利用を進める区をはじめ、ＵＲ都市

機構、東洋大学などの計画が具体化したこの機会に、より一層魅力ある

赤羽台周辺地区のまちづくりを進められるよう、地区計画等の見直し（変

更）を行うものです。 

 

２．現地区計画決定以降、具体化された土地利用計画等 

事業主体 具体化された土地利用計画等 

北区 〇旧赤羽台東小学校施設跡地利活用計画 

 ・児童相談所等複合施設の整備 

 ・余剰地のＵＲとの一体活用（別紙①参照） 

ＵＲ都市機構 〇賃貸住宅６６１戸の新規建設 <工事中> 

〇 国 か ら 登 録 文 化 財 に さ れ た ス タ ー ハ ウ ス 等 を 中

心とした「情報発信施設」の整備（別紙②参照） 

〇区の学校跡地との一体活用（別紙①参照） 

東洋大学 〇ライフデザイン学部の移転開設 

 ⇒生徒・教職員含め約５千名規模 

〇アリーナ・図書館・食堂棟の整備 <工事中> 

 

３．まちづくりの課題と地区内の開発動向について（スライド投影） 
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４．変更等する都市計画（３議案） 

都市計画 変更理由等 

地区計画 

（区決定） 

〇前記１、 ２を踏 まえた「地 区計画 の目標」、「 土地利 用

の方針」等の見直し 

〇新たに位置づける地区施設（道路、広場）等、「地区施

設整備計画」の見直し 

〇まちづくりの課題解決に向けた施設整備の誘導 など 

 

※変更箇所は「新旧対照表」を参照。 

 

用途地域 

（都決定） 

〇都市計 画マ スタ ープラン ２０ ２０ で「地区 連携 拠点 」

に位置 付け た赤 羽 台地区 に不 足す る 生活利 便機 能の誘

致等を目的に、「中高層住宅複合Ｂ地区（学校跡地とＵ

Ｒ所有地を中心とした約２．２ｈａ）」を対象とした用

途地域の見直し 

 ・用途地域の変更 

    第一種中高層住居専用地域→第一種住居地域 

    （商業系の店舗等が 3,000 ㎡以下の範囲で、建

築可能になる） 

 ・容積率の変更 

    ２００％→３００％ 

高度地区 

（区決定） 

〇用途地 域の 変更 に見合っ た「 中高 層住宅複 合Ｂ 地区 」

の高度地区の見直し 

   第２種高度地区→第３種高度地区 

 

５．中高層住宅複合Ｂ地区における今後の土地利用 

  区とＵＲは、学校跡地に区が整備する児童相談所等複合施設の余剰地

とＵＲ所有地（合わせて約 1.4ha）を一体として活用する民間事業者を

共同公募することをこれまでに確認しており、令和４年３月にも譲渡先

の公募を予定している。 

  （令和３年３月に「赤羽台周辺地区のゲートウェイ形成を軸とした土

地の一体活用に関する連携協定」を締結：別紙①参照） 

 

今回の地区計画等の変更は、上記の土地利用を円滑に進め、周辺地区

のまちづくりの課題を解決するための都市計画上の環境を調える側面を

有します。 



別紙①









別紙②









（補足資料）地区計画新旧対照表

摘要

測量実績
値による
変更

名　称

位　置

事　項

面　積

地区計画の目標

１　良質な住宅の供給、生活利便施設や歩行者ネット
ワークの整備等による多様な世代が安心して快適に暮
らせる住宅市街地の形成
２　教育・研究施設や子育て支援施設等の誘導によ
る、地区内外の人が集まり活動する教育・文化・子育
て支援等の拠点形成と、それら機能と連携した交流の
場の形成
３　地域の歴史を継承しながら地区内外へ情報発信す
る歴史継承・発信拠点の形成
４　快適性や防災性、環境的な魅力の向上に資する公
園、オープンスペース等の整備、崖や擁壁の安全対
策、崖線緑地の保全等による緑豊かでゆとりある住環
境の形成
５　大規模水害時に備えた広域的な高台避難経路の整

備による周辺地区も含めた防災性の向上

　

　

（凡例）「青文字」・・・変更箇所（言回し等軽微な点は除く）

　　　　「赤文字」・・・追加箇所

北区赤羽台一丁目・赤羽台二丁目・赤羽台三丁目及び赤羽西一丁目各地内

赤羽台周辺地区地区計画

　
具
体
の
ま
ち
づ
く
り
事
業
の
進
捗
・
検
討
に
伴
う
変
更

　計画地は、大宮やさいたま新都心と東京都心部を結
ぶＪＲ埼京線・京浜東北線をはじめとした５路線が乗
り入れる、交通の要衝であるＪＲ赤羽駅に近接した中
高層住宅地に位置し、高い利便性と緑豊かな潤いある
良好な住環境を備えた地区である。

　「北区都市計画マスタープラン２０２０」におい
て、赤羽台周辺地区は、「地区連携拠点」として位置
づけられ、地域の生活利便機能や公共サービスの集積
を促進しつつ地域間移動のための交通結節機能の強化
を進め、持続可能な生活圏を形成するとしている。

　さらに、にぎわいや交流を生む「都市中心拠点」で
ある赤羽駅周辺に近接する地区であることを踏まえ、
地域の特色に応じた都市機能の立地誘導を図り、新た
な交流と価値の創出を目指していく。

　現在、地区内では老朽化した団地の建替えや小・中
学校跡地の利活用が進められ、東洋大学による学部開
設等により、地区内の土地利用や人の流れも大きく変
化しつつある。

　また、近年、大規模水害への対策の必要性が高まっ
ている中で、駅から高低差の大きい当地区へのアクセ
ス路が狭あいかつ急こう配となっており、避難上の課
題となっている。

　本地区計画は、これらの社会情勢の変化や地域が抱
える課題に柔軟に対応していくため、住宅団地の建替
えによる良好な住環境の整備をはじめ、防災機能の強
化、教育・文化・子育て支援機能の充実を図り、快適
で生活利便性の高い、魅力ある都市環境の形成を図る
ことを目標とする。

　あわせて、未活用地の土地利用転換に合わせ、大規
模水害時に備えた広域的な避難経路の拡充を図る。
このため、本地区計画では、以下の基本方針に沿って
まちづくりを推進する。

　計画地は、北関東と東京都心部を結ぶ交通の要衝で
あるＪＲ赤羽駅に近接した中高層住宅地に位置し、高
い利便性と緑豊かな潤いある良好な住環境を備えた地
区であり、老朽化した住宅団地の建替えや、小・中学
校跡地の利活用が進められている。

　「北区都市計画マスタープラン２０１０」では、地
区東側については、「にぎわいの拠点」である赤羽駅
周辺に近接する区域として、団地の建替えにあわせて
土地の有効・高度利用を図り、教育・文化施設や住宅
などの立地を誘導することとしている。

　また、地区西側については、団地の建替えを計画的
に進めるとともに、団地内と周辺の環境に配慮しつ
つ、土地の有効・高度利用を図り、あわせて生活利便
施設の立地を適正に誘導し配置することとしている。

　このため、本地区計画は、住宅団地の建替えや学校
跡地利活用等を以下の基本方針に沿って適切に誘導す
ることで、赤羽駅に近接する区域にふさわしい土地の
有効・高度利用を図り、緑豊かな住環境を継承する良
好な都市環境を創出することを目標とする。

新旧

約２５．８ｈａ約２５．９ｈａ

１　良質な住宅の供給、生活利便施設や歩行者ネット
ワークの整備等による多様な世代が安心して快適に暮
らせる住宅市街地の形成
２　快適性や防災性、環境的な魅力の向上に資する公
園、オープンスペース等の整備、崖線緑地の保全等に
よる緑豊かでゆとりある住環境の形成

３　教育・文化施設等の誘導による地域の教育・文化
拠点の形成
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摘要旧

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

事　項

土
地
利
用
の
方
針

具
体
の
ま
ち
づ
く
り
事
業
の
進
捗
・
検
討
に
伴
う
変
更

新

本地区を以下に区分し、土地利用の方針を定める。

１　中高層住宅地区
多様で良質な中高層の都市型住宅の整備を誘導すると
ともに、住民生活を支える教育、保育施設及び地域活
性化に資する施設等を適切に配置する。
敷地内の緑豊かなオープンスペースの確保や、まと
まった緑を有する近隣公園を整備する。
スターハウス型住棟他を保存活用するなど、住宅団地
の歴史・景観の継承と未来の暮らしを志向する「情報
発信施設」の整備を進め、北区の発展を支えた住宅団
地を中心とした魅力あるまちづくりを全国に発信す
る。

２　中高層住宅複合Ａ地区
　地域の生活の拠点として必要とされる多様な生活利
便施設や、生活利便施設を併設する良質な中高層の都
市型住宅の整備を誘導することで、住民生活を支える
良好な住宅複合市街地を形成する。

３　中高層住宅複合Ｂ地区
　都市中心拠点である赤羽駅周辺に近接する地区にふ
さわしい、多様で良質な中高層の都市型住宅、子育て
支援施設を中心とした生活利便施設等の立地を誘導す
る。
　あわせて、本地区の新しい顔づくりの一環として、
後背地の土地利用転換や既存経路の混雑緩和・分散を
目的に地区内外から赤羽駅方面への歩行者ネットワー
クを形成するための昇降機等バリアフリーに配慮した
アクセスルートを新設するとともに、自転車利用環境
を整え、快適で利便性の高い住宅複合市街地を形成す
る。
　また、歩行者の安全を確保するため、滞留空間とな
る広場の整備を図る。
　さらには、大規模水害時に備えた広域的な高台避難
のための新たな避難経路の整備を図る。

４　教育・文化地区
　大学等の教育・研究施設との連携強化を図り、地域
の生涯学習の場や開かれた交流の場を創出し、地域の
活性化に寄与する教育・文化拠点を形成する。

本地区を以下に区分し、土地利用の方針を定める。

１　中高層住宅地区
多様で良質な中高層の都市型住宅の整備を誘導すると
ともに、住民生活を支える教育、保育施設等を適切に
配置する。
あわせて、敷地内の緑豊かなオープンスペースの確保
や、まとまった緑を有する近隣公園を整備することで
良好な住宅市街地を形成する。

２　中高層住宅複合Ａ地区
　地域の生活の拠点として必要とされる多様な生活利
便施設や、生活利便施設を併設する良質な中高層の都
市型住宅の整備を誘導することで、住民生活を支える
良好な住宅複合市街地を形成する。

３　中高層住宅複合Ｂ地区
　にぎわいの拠点に近接する地区にふさわしい多様で
良質な中高層の都市型住宅や、生活利便施設の立地を
誘導するとともに、赤羽駅方面へのアクセス向上を図
り、利便性の高い住宅複合市街地を形成する。

４　教育・文化地区
　大学等の教育・研究施設を誘致し、それらの機能を
活かした生涯学習の場や開かれた交流の場を創出し、
地域の活性化に寄与する教育・文化拠点を形成する。
　
　また、既存樹木の保全や新たな緑化の推進、地域の
防災性の向上にも寄与する災害時オープンスペースの
確保等により、周辺環境と調和したゆとりある緑豊か
な市街地を形成する。

議案６ページ「当該区域（地区全体）の整備、開発及び保全に関する方

針」に「同旨」が明記されており、「４教育・文化地区」に限った方針

ではないため誤解を招かないよう削除した。
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摘要

地
区
施
設
の
整
備
方
針

事　項 旧 新

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

１　幹線道路に接続し地区周辺の車両交通及び日常生
活の主軸として、交通を円滑に処理する区画道路１、
２号の適切な維持・保全を図る。
　また、地区内の歩行者交通の安全に留意し、大規模
な土地利用により生じる交通をはじめ、地区内外の交
通を円滑に処理する区画道路３、４号の整備を図る。

２　区画道路を補完し、生活利便性、防災性の向上に
資する通路の整備を図る。通路１号は、歩行者の安全
を確保しつつ、地区内交通を円滑に処理するよう整備
を行う。
　通路２号から５号及び８号は、安全で快適な歩行環
境を確保するとともに、緑と共存する憩いの空間とな
るよう整備を行う。
　通路６、７号は、既存の並木等を活かし、景観の連
続性に配慮した空間を形成するとともに、地区内住民
の交流及びコミュニティ活動の場を形成するよう整備
を行う。

３　防災性や快適性、環境的な魅力の向上に資する地
区内住民の憩いの場となる広場の整備を図る。

４　道路等に面して壁面の位置を制限するとともに、
当該壁面後退区域の一部を環境緑地として定め、樹木
等による緑化を行う。

５　地区外後背地へのアクセス利便性を高めるととも
に、大学立地や住宅整備などに伴う地区内の昼・夜間
人口の増に対応し、安全で快適な赤羽駅方面への歩行
者ネットワークを形成するため、公共空地を維持・保
全するとともに、昇降機や歩行者が安全に往来できる
適切な幅員の階段の設置等バリアフリーに配慮した駅
周辺と本地区を結ぶ新たなアクセスルートの整備を図
る。
　また、新たなアクセスルート及び近接した歩道の歩
行者の安全を確保するため、滞留空間となる広場の整
備を図る。
　さらには、本ルートを大規模水害時に備えた広域的
な高台避難のための新たな避難経路と位置づけ、周辺
地区の防災性の向上を図る。

６　地区内の道路交通の支障となっている区道上の指
定自転車置き場は、道路交通の円滑化を図るととも
に、自転車利用者の利便性の向上を図るため、新たに
中高層住宅複合Ｂ地区の駅付近に駐輪場を整備する。

具
体
の
ま
ち
づ
く
り
事
業
の
進
捗
・
検
討
に
伴
う
変
更

１　幹線道路に接続し地区周辺の車両交通及び日常生
活の主軸として交通を円滑に処理する区画道路１、２
号及び地区内の歩行者交通の安全に留意した区画道路
３、４号の整備を図る。

２　区画道路を補完し、生活利便性、防災性の向上に
資する通路の整備を図る。通路１号は地区内交通を円
滑に処理するよう整備を行う。
　通路２号から５号及び８号は、安全で快適な歩行環
境を確保するとともに、緑と共存する憩いの空間とな
るよう整備を行う。
　通路６、７号は、既存の並木等を活かし、景観の連
続性に配慮した空間を形成するとともに、地区内住民
の交流及びコミュニティ活動の場を形成するよう整備
を行う。

３　防災性や快適性、環境的な魅力の向上に資する地
区内住民の憩いの場となる広場の整備を図る。

４　道路等に面して壁面の位置を制限するとともに、
当該壁面後退区域の一部を環境緑地として定め、樹木
等による緑化を行う。

５　安全で快適な赤羽駅方面への歩行者ネットワーク
を形成するため、公共空地（駐輪施設）を整備すると
ともに昇降機の整備等によるバリアフリー化を図る。
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摘要

種類 名称 幅員 延長 面積 備考 名称 幅員 延長 面積 備考
区画道路
１号

１２ｍ
約４７０
ｍ

－ 新設
区画道路
１号

１２ｍ
約４７０
ｍ

－ 既設

区画道路
２号

１２ｍ
約３８０
ｍ

－
既設（一
部拡幅）

区画道路
２号

１２ｍ
約３８０
ｍ

－ 既設

区画道路
３号

７．５ｍ
約７１０
ｍ

－
既設（再
整備）

区画道路
３号

７．５ｍ
約７１０
ｍ

－ 既設

広場 － － － － － 広場５号 － － 約760㎡ 新設

公共空地
１号

－ －
約1,200
㎡

新設（駐
輪施設）

公共空地
１号

－ －
約1,200
㎡

既設

公共空地
２号

－ － 約500㎡
新設（駐
輪施設）

公共空地
２号

－ － 約500㎡ 既設

名称
中高層
住宅地区

中高層
住宅複合
A地区

中高層
住宅複合
B地区

教育・
文化地区

中高層
住宅地区

中高層
住宅複合
A地区

教育・
文化地区

面積
約17.4
ha

（略） （略） （略）
約17.3
ha

（略） （略）

建
築
物
の
敷
地
面
積
の
最
低
規
模

− （略） （略）

壁
面
の
位
置
の
制
限

訂
正

（計画図関連）

計画図２ 広場４号 「中高層住宅複合B地区」内の広場４号の位置を、地区西側から東側に移動しました。

広場５号 「中高層住宅地区」内に広場5号を新たに位置づけました。

方針附図 「中高層住宅複合B地区」について、「バリアフリー化等によるアクセス性の向上」のエリアを地区南側に

特定するとともに、新たに地区南側に「歩行者ネットワーク」を位置付けました。

地
区
施
設
の
配
置

道路

事項

土地の利用
に関する事
項

地
区
整
備
計
画

１　環境緑地は、原則として計画図に示す範囲に対
し、その長さの１／２を超える部分を緑化するものと
し、道路等の見通しや敷地の開放性を妨げない範囲で
良好な景観となるよう植栽を行うものとする。
　
　ただし、車両等の出入り口が確保できない場合な
ど、やむを得ない理由があるときは、敷地内に同等の
緑化を行うことでこれに代えることができる。

（以下、略）

１　環境緑地は、原則として計画図２に示す範囲に対
し、その長さの１／２を超える部分を緑化するものと
し、道路等の見通しや敷地の開放性を妨げない範囲で
良好な景観となるよう植栽を行うものとする。
　ただし、車両等の出入り口が確保できない場合な
ど、やむを得ない理由があるときは、敷地内に同等の
緑化を行うことでこれに代えることができる。

（以下、略）

建築物の外壁又はこれに代わる柱は、計画図に示す壁
面線を越えて建築してはならない。
　ただし、次に掲げるものについては適用しない。
１　地盤面下に設けられる建築物又は建築物の部分
２　建築物の出入口に設置する庇及びこれを支える
柱、歩行者の安全を確保するために必要な庇、手すり
の部分

建築物の外壁又はこれに代わる柱は、計画図３に示す
壁面線を越えて建築してはならない。
　ただし、次に掲げるものについては適用しない。
１　地盤面下に設けられる建築物又は建築物の部分
２　建築物の出入口に設置する庇及びこれを支える
柱、歩行者の安全性及び快適性を確保するために必要
な庇、屋根、手すりその他これらに類するもの
３　歩行者の回遊性及び利便性を高めるために設ける
階段、エレベーター等の昇降施設及びこれらに設置さ
れる屋根、柱、壁その他これらに類するもの

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

そ
の
他
の

公
共
空
地

地
区
の

区
分

中高層
住宅複合
B地区

（略）

具
体
の
ま
ち
づ
く
り
事
業
の
進
捗
・
検
討
に
伴
う
変
更

（略） （略）
３００㎡
ただし、次のいずれ
かに該当するものに
ついては適用しな

い。

１　本地区計画の決
定告示日において敷
地面積が最低限度未
満の土地で、現に建
築物の敷地として使
用されている土地又
は現に存する所有権
その他の権利に基づ
いて建築物の敷地と
し、かつその全部を
一の敷地として使用
する土地
２　本地区計画の決
定告示日以後に公共
施設の整備により、
敷地面積が最低限度
未満となった土地
３　公益上必要な建
築物の敷地として、
区長が認める敷地

旧 新
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北区赤羽台一丁目・赤羽台二丁目・赤羽台三丁目及び赤羽西一丁目各地内

赤羽台周辺地区地区計画

新旧

約２５．８ｈａ約２５．９ｈａ

方針附図

備　考

名　称

位　置

事　項

面　積

計画図２

・広場４：約２００㎡ ・広場４号を約２００㎡　東側へ移動

・広場５号　約７６０㎡を新設

　　　　　　　・歩行者ネットワーク

　　　　　　　・バリアフリー化等による
　　　　　　　　アクセス性の向上

備　考

　　　　　　　・歩行者ネットワークの一部追加

　　　　　　　・バリアフリー化等による
　　　　　　　　アクセス性の向上エリアの一部変更
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中

中高層住宅地区

中高層住宅複合Ａ地区

中高層住宅複合Ｂ地区

教育・文化地区

まちづくりの課題と
土地利用変化の

ポイント

①
②③

⑥

① 大階段とＥＶ

② 大坂

③ 区道上の自転車置き場

④ 東側擁壁

⑤ 生活利便施設

⑥ 東洋大キャンパス

⑦ 赤羽台情報発信施設

④

⑦

⑤


